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共同輸配送の取組

持続可能な食品物流の構築に向けた「Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト」

坂本 卓哉

Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社

物流未来研究所 次長

持続可能な物流セミナー２０２４ 資料４
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自己紹介

経歴 1994年 カゴメ株式会社 入社

・営業、飲料企画
・SCM (飲料需給・低温物流・物流企画)

  ・営業推進マネージャー（北海道・九州・本社）

2018年 SCM本部 物流システム部（現・物流企画部）

＊Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクトに参画

2023年 Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社へ出向
・物流未来研究所 次長 (現職）

氏名 坂本 卓哉（さかもと たくや）
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東京都中央区晴海一丁目8番11号

（２０２３年３月３１日時点）

１，７９７名 （２０２３年３月３１日時点）

４８４台

（株）サンミックス、三宝運輸（株）
 三福（株）が合併して味の素物流（株）発足

1952年（株）サンミックス設立

1957年 三宝運輸（株）設立

1959年 三福（株）設立

1970年 ハウス配送（株）設立

→1999年 ハウス物流サービス（株）に社名変更

1971年 カゴメ興業（株）設立
 →1990年 カゴメ物流サービス（株）に社名変更

当社概要

会　社　名 Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社

設　　　立 1952年10月2日

代　表　者 代表取締役社長　　坂本　次郎

本社所在地 東京都中央区晴海一丁目8番11号

資　本　金
2,480百万円
(2024年3月31日時点)

従業員数
1,748名　（2024年3月31日時点）

※役員・嘱託・受入出向者及び

   契約社員を含まず

関係会社
芸北急送株式会社（33.4％）
※2021年4月

車両台数 467台（2024年3月31日時点）

貨物自動車運送事業／

貨物利用運送事業／倉庫業／

通関業／港湾運送事業　等

事業所数 57事業所（2024年3月31日時点）

事業内容
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本日の内容

１. 「Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト」の発足

（1）背景（2）共同化の取り組み

２．2024年問題とプロジェクト活動

（1）環境認識（2）「第2期」の始動

（3）幹線輸送（4）配送（5）物流整流化

３．これからの活動

（1）未来に向けて（2）スマート物流の実現

（3）プラットフォーム拡大（4）環境への取り組み
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１. 「Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト」の発足 （1）背景

従来のメーカー個社の物流では
顕在化してきた物流課題対応には「限界」

2013年末
2014年3月(増税前)

トラックが手配できない事態発生

2015年
物流課題解決へ向けた協議の場
「食品物流プラットフォーム」を設立

各社経営TOPの物流に対する問題意識

｢他業界では協働連携が進んでいるが
加工食品物流は遅れている？｣

2011年3月
東日本大震災により物流が麻痺

生産の原料が届かない

Ｆ－ＬＩＮＥ®
Future Logistics Intelligent Network

基本理念「競争は商品で、物流は共同で」

・共同配送の設計と実施
・共同幹線輸送の設計と実施
・製配販物流課題の協議、解決策の実践

味の素㈱・カゴメ㈱・日清オイリオグループ㈱・日清フーズ㈱
(現・日清製粉ウェルナ)・ハウス食品グループ本社㈱・㈱Mizkan
合同プレスリリース（2015年2月2日）

・2015年 加工食品物流の危機、個社対応の限界からメーカー6社でプロジェクトを発足
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宇都宮
ターミナル

積込
拠点

・2016年3月
関東～関西間 31ftコンテナ 鉄道往復輸送

プロジェクト６社で幹線輸送の情報・課題を共有し、組み合わせで「効率化できること」を検討→31ftコンテナの往復輸送が実現

大阪
ターミナル

安治川口

Mizkan
関東センター

味の素
久喜センター

Mizkan
関西第二センター

味の素
西日本センター

味の素製品

Mizkan製品

モーダルシフト率40％(＋30％)
CO2 ▲20％ 納品

積込

納品

積込

共同幹線輸送

１. 「Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト」の発足 （2）共同化の取り組み
①幹線輸送

※名称およびスキームは当時のもの
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納品条件統一

納品伝票統一

6社共同保管・共同配送

１. 「Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト」の発足 （2）共同化の取り組み
②共同配送

・2019年1月
九州エリア 6社共同保管・共同配送を開始

プロジェクト６社の九州の４拠点を1拠点に集約
初の6社共同保管・共同配送の実現

・保管能力120万ケース

・延床面積12,000坪・最新マテハン導入

・2016年4月
北海道エリア 6社共同配送を開始

プロジェクト６社の北海道の４拠点を2拠点に集約
共同配送と拠点までの共同輸送を開始

6社共同配送(2拠点)

納品条件統一

納品伝票統一

味の素(株)
ハウス食品(株)

製品混載

(株)Mizkan
（株)日清製粉ウェルナ

製品混載

共同幹線輸送
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・2019年4月
メーカー5社の共同出資による「Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社」設立

プロジェクト参画メーカーの5社(味の素㈱・ハウス食品グループ本社㈱・カゴメ㈱・日清フーズ㈱※1・日清オイリオグループ㈱)が
食品物流における全国規模での生産性の向上と課題対応の加速化を目指し、「Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社」を設立・発足

１. 「Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト」の発足 （2）共同化の取り組み

③統合物流会社の設立

【Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社 発足スキーム】

味の素㈱
ハウス食品

グループ本社㈱ カゴメ㈱

味の素物流㈱
ハウス物流
サービス㈱

Ｆ－ＬＩＮＥ㈱
※２

カゴメ物流
サービス㈱

九州
Ｆ－ＬＩＮＥ㈱

Ｆ－ＬＩＮＥ㈱
に商号変更

出資出資 出資 出資 出資

事業統合事業統合 事業統合
(一部事業を除き)

事業統合

日清フーズ㈱
※１

日清オイリオ
グループ㈱

※1 2022年 日清製粉ウェルナに社名変更

※2 2017年 北海道にて設立

Ｆ－ＬＩＮＥ㈱本社
(晴海トリトンスクエアオフィスタワーY棟30階)
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「競争は商品で、物流は共同で」

基本理念に基づき、

持続可能な食品物流の基盤構築を目指す。

～ より効率的で安定した物流力の確保と

食品業界全体の物流インフラの社会的・経済的合理性を追求 ～

基本理念

１. 「Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト」の発足 （2）共同化の取り組み

・「Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社」 設立における基本理念

③統合物流会社の設立
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2015年２月
F-LINEプロジェクト発足

2016年3月
共同鉄道往復輸送

2016年4月
北海道共同配送開始

2019年1月
九州共同配送開始

2019年4月
F-LINE株式会社発足

ドライバーの時間外労働時間上限は960時間/年
（80時間/月) となる＊既に他業種は720時間／年の制限で運用

2019年4月 働き方改革法案施行
＊時間外労働の規制

⇒自動車運転業務は５年間の猶予
2024年以降 罰則付き規制適用

２．2024年問題とプロジェクト活動 （1）環境認識

①働き方改革法案の施行

・2019年4月 働き方改革法案施行…自動車運転業務は５年間の猶予、2024年以降 罰則付き規制適用
・2022年12月 トラック運転者の改善基準告示改正 …2024年4月施行

1年の拘束時間は原則3,300時間となる
（原則284時間/月）
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②課題の多い加工食品物流

・国交省・経産省・農水省・厚労省の連名により、2020年に加工食品物流のためのガイドラインが発信される

「加工食品は荷待ち・
非効率な作業等の

課題が顕在」

出典：
国土交通省ホームページ

２．2024年問題とプロジェクト活動 （1）環境認識
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2021年10月 Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト「社長会」での議論

１.先の青写真を再設計し、そこからバックキャストして今の課題、プロジェクトの共同輸配送等の対策を整理すべき

２.5～10年先を見据えた中で、個別テーマをマネジメントすべき

３.「運べる/運べない」「コスト」だけでなく、「CO2」観点も加え議論すべき

2024年問題の解決へ向けた Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト「第2期」を始動する

※写真は2023年出資５社社長会

２．2024年問題とプロジェクト活動（2）「第2期」の始動

①2022年1月 プロジェクト体制の再整備

3つのチームで各領域の課題を具体化、対策を検討

・幹線輸送(共同輸送・輸送効率化) →Aチーム
工場・一次在庫拠点から配送拠点まで

・配送(共同配送・拠点政策) →Bチーム
配送拠点から得意先まで

・物流整流化（製配販連携）→Cチーム
得意先の納品時

工場

在庫
拠点
(工場
近隣)

配送
拠点

（DC）

得意先

幹線輸送

得意先配送

Aチーム Bチーム Ｃ

得意先配送

得意先配送

幹線輸送
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未来研推進会議 (Ｆ－ＬＩＮＥ社内)

出資５社 社長会
１回/年

１回/月

Ａチーム
幹線
輸送

Bチーム
配送

Cチーム
物流

整流化

各1～2回
/月

②プロジェクト「第2期」体制

プロジェクト
運営会議

出資５社 幹部会

・チーム体制とメンバー(人数)

メーカーのSCM・物流部門とＦ－ＬＩＮＥから各社2～4名が参加、

3チーム合計 述べ67名が参加（プロジェクト7社合計）

・会議体（定期）

不定期
（臨時）

１回/月

・出資5社 社長会（出資メーカー5社の社長と当社社長が出席）
・出資5社 幹部会（出資メーカー5社の物流部門長と当社役員が出席)

→事務局はＦ－ＬＩＮＥ㈱ 物流未来研究所

→チームリーダーはメーカーが担当 (議事録・会場は持ち回り)

A B C 合計

幹線輸送 配送 整流化

メーカー6社 16 20 20 56

F－LINE 4 3 4 11

人数

（7社計）
20 23 24 67

チーム

延べ
67名が参加

・チーム会議(A・B・C)（各社チームメンバーと当社役員・未来研が出席)

２．2024年問題とプロジェクト活動（2）「第2期」の始動
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Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクトは荷主と物流会社が
一体となり物流課題解決に取り組むユニークな活動

今後の物流課題解決には…
さらなる変化への対応力強化、判断の迅速化と
荷主とともに製配販各層、関連団体、省庁等との
業界・業態を超えた連携強化が必要

Ｆ－ＬＩＮＥ㈱における
物流改革のメインエンジンとなる組織体
「Ｆ－ＬＩＮＥ㈱物流未来研究所」を
2023年４月に設立

一方で

プロジェクト広報活動

行政連携活動

取締役会

株主総会

プラットフォーム拡大活動

社長

Ｆ－ＬＩＮＥ㈱
物流未来研究所

グリーン物流推進施策提案

ネットワーク再編活動

加工食品における物流標準化推進
足元課題対応

プロジェクト

社長直下の組織
幹線輸送、配送、
拠点政策、低温部門、営
業部門等のノウハウをもった
メンバーが所属し
各検討チームへ参加
(所員10名)

プロジェクト社長会・
幹部会の事務局と
しても機能。

２．2024年問題とプロジェクト活動（2）「第2期」の始動

③「物流未来研究所」の設立

出資5社
社長会

出資5社
幹部会

各チーム会議
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中距離

ルート 輸送

No 発 着 モード 形態

10 南関東 関西 トラック 2社中継リレー

11 北関東 中部 トラック 2社中継リレー

12 北関東 中部 トラック 2社中継リレー

13 南関東 中部 トラック 2社中継リレー

14 中部 東北 海上 2社混載/トレーラ

15 南関東 関西 鉄道 2社ブロックトレイン

16 関東 関西 鉄道 2社ブロックトレイン

長距離
（主に北海道・九州向け）

プロジェクト６社の幹線輸送データを一元化

作成したデータベースからマッチングの検証
長距離９モデル・中距離7モデルを設計、
実現へ向けて検討

①幹線輸送の施策検討「Aチーム」

見えてきた課題

稼働開始 検討中止

２．2024年問題とプロジェクト活動（3）幹線輸送

プロジェクト独自の輸送データベースを作成

中距離
（主に本州内輸送）

・手段の複線化(BCP)
・輸送物量の安定化

(効率化)

・輸送モード(手段)に偏り
・ロットの不足、物量変動

・トラック陸送の持続化
・手段の複線化

・トラックの比率が高い
（ワンマン運行が多い）

長距離

ルート 輸送

No 発 着 モード 形態

1 関東 北海道 海上 2社混載/トレーラ

2 中部 北海道 海上 2社混載/トレーラ

3 中部 北海道 海上 2社混載/トレーラ

4 関東 九州 海上 2社混載/トレーラ

5 中部 九州 海上 2社混載/トレーラ

6 関西 九州 鉄道 2社共同利用

7 関東 九州 鉄道 2社循環運行

8 九州 南関東 海上 2社混載/トレーラ

9 九州 中部 海上 2社混載/トレーラ

輸送データベース

ルート 輸送モード リードタイム物量・重量

頻度 課題

・6社の輸送データから、長距離・中距離それぞれの課題が見えてきた
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②中距離輸送 施策事例
関東ー中部間 中継リレー輸送

・カゴメ社(関東→中部)・日清製粉ウェルナ社(中部→関東)の「中継リレー輸送」により、ドライバーの日帰り運行と往復の満載輸送を実現

２．2024年問題とプロジェクト活動（3）幹線輸送

日清製粉ウェルナ
関東拠点

カゴメ
茨城工場

Ｆ－ＬＩＮＥ
小牧センター

日清製粉ウェルナ
中部拠点

ドライバー
Aさん

ドライバー
Bさん 中継拠点

(静岡・山梨)

ドライバー交代
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「距離」
・拠点から200kmを超えるエリアへの

長距離配送課題

全国配送拠点における今後のリスク調査

①配送の施策検討「Bチーム」

２．2024年問題とプロジェクト活動（4）配送

「密度」
・配送範囲が広く物量が少ないエリアへの

低効率課題

「要員」
・倉庫・中継拠点等における夜間、早朝の

対応要員不足課題

見えてきた課題

・全国の配送拠点のリスク調査の結果、各拠点で共通する「3つの課題」が見えてきた
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配送リスク 対策モデル 案 特 長 課題 / 懸念点

高速道路
活用

・現行要員で可能
・現場の導入負荷少ない

・高速道路利用料の負担
・時間短縮の効果は小幅
・非定常対応（通行止など）

リードタイム
延長

・現行要員で可能
・深夜早朝作業の低減
・見込み配車の低減
（積載率向上）

・納品先との交渉難航
・商流への影響
・リードタイム混在対応
・作業スケジュール変更

中継輸送
（スイッチ）

・乗務員 日帰り運行可能
・積み替え荷役不要
・大ロット定期輸送向け
・長距離輸送はメリット大

・マッチング調整（発/着）
・中継場所確保（高速SA等）

・他社との実現は難易度 高

モーダル
シフト

・環境負荷低減
・大ロット定期輸送向け
・長距離輸送はメリット大

・利用ルートが限定的
・輸送枠の限界
・リードタイム延長が必要
・積み下ろし荷役の変化

中継輸送
（積替え）

・在庫は増えない
・積載率向上の可能性
（クロスドックの場合）
・小ロット輸送向け

・中継場所の確保
・中継場所の荷役要員確保
・（とくに深夜早朝の）
荷役要員不足リスク 高

拠点再編
・配送距離の大幅短縮
・拠点分散によるリスク低減
（拠点増設の場合）

・在庫増、リソース負担増
・新拠点（場所）の確保
・運営要員の確保
・出荷拠点変更の影響

着地発地 IC IC
MAX 80㎞/ｈ

高速走行により運転時間を短縮

船・鉄道など トラック以外の輸送手段利用による 配送距離の分割

着地発地 駅/港 駅/港

着地発地
出荷日 納品日

納品日を日延べすることで 1日あたりの配送距離を分割

中継拠点で 乗務員交替 もしくは 車両入れ替え

発地
中継拠点

着地

＋１日

納品エリアの近くに出荷拠点を移動 もしくは 新設（増設）することで 配送距離を短縮

発地 着地補充元
在庫移動 配送

中継拠点 着地発地

中継拠点で別車両に積み替えることで 配送距離を複数台に分割

スイッチ

軽い

重い

物
流
現
場
の
リ
ソ
ー
ス
負
担

・各地域の物流インフラ・物流リソースを鑑み、適応するモデルで対応する

２．2024年問題とプロジェクト活動（4）配送
②配送リスク対策
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時期 2022年7月 2023年1月 2023年10月

エリア 東北エリア 中部エリア 北海道エリア

内容

・岩沼BCを閉鎖し味の素Gの荷を ・弥冨BCを閉鎖し小牧BCへ統合。 ・北広島市の在庫拠点を札幌BCへ

　仙台BCへ統合。 ・段階的にハウス食品社とカゴメ社の 　統合。

・随時共同配送エリアを拡大。 　共同配送を拡大。 ・プロジェクト６社の共同保管実施。

２４km ４０km １１km

・プロジェクトにおける拠点再編の事例

２．2024年問題とプロジェクト活動（4）配送
②配送リスク対策

・岩沼センターを閉鎖し仙台センター
へ統合、3社分を共同保管
・随時共同配送を拡大

・弥富センターを閉鎖し小牧センター
へ統合、2社分を共同保管
・随時共同配送を拡大

・北広島の在庫拠点を札幌センター
へ統合
・プロジェクト6社の共同保管・配送
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２．2024年問題とプロジェクト活動（5）物流整流化

「足元課題」の取り組み
納品時の作業・時間の課題解決

「標準化」の取り組み
業界標準化による課題解決

・外装標準化(外装表示・外装サイズ）

製(メーカー)・配(卸)・販(小売店)の連携により、食品物流を「整流化」

①製配販連携による物流整流化「Ⅽチーム」

・長時間待機の解消
・附帯作業の解消

・納品伝票電子化
・事前出荷情報(ASN)を活用した
検品作業の簡素化

・得意先納品において効率化が求められる課題と解決策を整理

得意先納品時の非効率の解消

配送
拠点
（DC）

得意先
得意先
配送

納品時の
課題解決

メーカー・業界団体・省庁と
連携し、標準化に向けて協議中
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「長時間待機」
・慢性的な待ち時間の発生
・予約システムも運用課題あり
(予約後時間変更等）

・配送拠点における納品時の課題について調査。長時間待機・附帯作業が恒常化している得意先を一覧化

特に恒常化している得意先を一覧化

②足元課題の取り組み

交渉と共に各業界団体とも協議を実施

表側：得意先名
(黒塗り部分)

表頭：課題項目
待機(時間)

ラベル貼り、棚入れなど

２．2024年問題とプロジェクト活動（5）物流整流化

「附帯作業」
・納品時の多岐にわたる作業
積み替え
棚入れ etc…

ドライバー拘束時間に大きな影響
メーカーと連携して解消に向けた検討・交渉

当社配送拠点における、得意先への納品時の
問題点・課題を調査

見えてきた課題
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１. 「Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト」の発足

（1）背景（2）共同化の取り組み

２．2024年問題とプロジェクト活動

（1）環境認識（2）「第2期」の始動

（3）幹線輸送（4）配送（5）物流整流化

３．これからの活動

（1）未来に向けて（2）スマート物流の実現

（3）プラットフォーム拡大（4）環境への取り組み
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３．これからの活動（1）未来に向けて

スマート
物流の
実現

プラット
フォーム
拡大

環境への
取り組み

法制化

人手不足

CO2削減
プロジェクト

活動

働き方
改革

デジタル化

災害対応

今後の物流環境の変化へ対応し、持続可能な食品物流を構築するために

「スマート物流の実現」・「プラットフォーム拡大」・「環境への取り組み」を推進する

人財 技術

DX

持続可能な
食品物流の

構築

BCP 機械化



Copyright (C) F-LINE Corporation. All Right Reserved. 25

３．これからの活動（2）スマート物流の実現

さらなる標準化の取り組みによりデータ連携を推進し、持続可能な物流を目指す

納品リード
タイム延長

納品
伝票

標準化

附帯作業
解消

持続可能な食品物流の構築

長時間待機
解消

外装
表示

標準化

外装
サイズ
標準化

パレット
サイズ
標準化

コード
体系

標準化

企業・業態連携による「標準化」の取り組み

静的情報、動的情報のデータ連携

データプラットフォーム＜スマート物流サービス＞

共同化の取り組み：幹線輸送／配送／整流化

納品期限
１／２化

商慣習の
見直し

出典：内閣府
戦略的イノベーション創造プログラム
「スマート物流サービス」最終成果報告書
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拠点
B

拠点
Ⅽ

拠点
A

拠点
D

幹線輸送プラットフォームの拡大：「組み合わせ」を増やすことによる輸送効率・積載率の向上

既存荷主

新規荷主

拠点
Ⅽ

拠点
A

拠点
B

拠点
D

新規荷主

既存荷主

拠点
A

拠点
B

拠点
Ⅽ

拠点
D

拠点
E

拠点
F新規荷主

既存荷主

既存荷主

混載
様々なパターンで共同輸送を推進！
常温だけでなく低温の共同輸送も！

３．これからの活動（3）プラットフォーム拡大
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日清製粉
ウェルナ

中部拠点

３．これからの活動（4）環境への取り組み

CO2の削減：共同輸配送×EV車両の導入・モーダルシフト

Ｆ－ＬＩＮＥ
三郷センター

Ｆ－ＬＩＮＥ
横浜センター

Ｆ－ＬＩＮＥ
川崎センター

東京23区内
得意先

15～16台/日
小型車による
複数回配送

Ｆ－ＬＩＮＥ
鶴見センター

プロジェクト
メーカー3社
＋他社混載

・取り組み事例

【東京23区内 共同配送におけるEV導入】 【中部→北海道 共同海上輸送】

Ｆ－ＬＩＮＥ
高崎センター

Ｆ－ＬＩＮＥ
尾島センター

カゴメ
小坂井
工場

Ｆ－ＬＩＮＥ

札幌
センター

敦
賀
港

苫
小
牧
港

海上輸送2社分
混載

トレーラのみ輸送
(無人航送)

EVトラック
川崎センターに2台配備
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ご清聴ありがとうございました。
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